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小規模納税者向け最終課税・源泉分離課
税（Final tax）制度の新たな局面

2026年4月22日、政府は、所得税法の実施に関するGR-551を改正するGR-202を公布

しました。本規則は、主として、特定の総売上高を有する特定の納税者に適用される

最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度を見直すものです。

最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度とは別に、本規則では、汚職および・また

は贈収賄犯罪に関連する賄賂、謝礼金、その他如何なる名目の支払による費用（外国

公務員に対する支払を含む）について、所得税上損金算入が認められないことを明示

的に定める条文が新たに設けられました。本改正は、国際的な腐敗防止の枠組みおよ

び原則をサポートするものです。

最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度に関しては、GR-20により、1会計年度の

総売上高が48億ルピアを超えない特定の国内納税者が得る事業所得について、引き

続き0.5％の最終課税・源泉分離課税（Final tax）の適用対象となることが規定され

ています。最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度に関する主な改正点の概要は、

以下のとおりです。

適用対象納税者の範囲の縮小

適用対象となる納税者は、年間総売上高が48億ルピア以下の者のうち、以下に限定

されることとなりました。

• 個人納税者、および

• 一人株式会社（perseroan perorangan）および協同組合の形態をとる法人納税者
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合資会社（Commanditaire Vennootschap、以下「CV」）、合名会社（firma）、

村営企業（Badan Usaha Milik Desa、以下「BUMDes・BUMDes Bersama」）、

および有限責任会社（一人株式会社を除く）の形態をとる法人納税者は、今後、

0.5％の最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度の適用対象外となります。

適用期間

個人納税者および一人株式会社は、0.5％の最終課税・源泉分離課税（Final tax）

制度を期限なく適用することができます。一方、協同組合については、登録日か

ら4年間に限り適用が認められます。

対象外となる所得

従前のGR-55においても、独立した個人サービスから生じる所得、国外で課税済み

の外国所得、他の最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度の対象となる所得、お

よび非課税所得は、本規則に基づく最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度の適

用対象外であることがすでに定められていました。また、独立した個人サービス

の種類についても規定されていました。

GR-20ではさらに、独立した専門的サービスとみなされる職業について、より詳細

な分類が示されています。これには、従来型の専門職に加え、コンテンツクリエ

イター、インフルエンサー、ブロガー、ブイロガーおよびこれらに類する職業な

ど、より幅広いクリエイティブ分野・デジタル分野の職業が含まれます。

対象外となる納税者

最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度の対象外となる納税者については、従前

の規則においてすでに導入されており、具体的には、通常の所得税制度の適用を

選択する納税者、所得税優遇措置の適用を受ける法人納税者、および恒久的施設

が含まれます。

これらの既存の除外対象に加え、GR-20では、以下の納税者も対象外とされていま

す。

a. 特定の専門性を有する個人により設立され、上記「対象外となる所得」のセク

ションに記載される独立した専門的サービスに類似するサービスを提供する一

人株式会社

b. 個人およびその関連する一人株式会社の合算総売上高が、1会計年度において

48億ルピアを超える場合の当該個人および一人株式会社

c. 登録日からの4年間の適用期間を超過した協同組合

上記bおよびcに該当する納税者は、以後の会計年度において、最終課税・源泉分

離課税（Final tax）制度の適用対象外となります。

分断防止のための総売上高基準に関する合算ルールの導入

GR-20では、48億ルピアの総売上高基準を判定するためのより明確なルールが導

入されています。総売上高の判定にあたっては、以下を考慮する必要があります。

• 関連する会計年度の直前会計年度を基準として、1年間における事業所得および

独立した専門的サービスから生じる所得に係る総売上高の合計額。これには、

最終課税または非最終課税の対象であるかを問わず、国外で得た売上高も含ま

れる、および

• 事業および独立した専門的サービスから受領する対価（現金または現金同等

物）。この金額は、販売値引き、現金割引および・またはこれらに類する控除

を差し引く前の金額とされる
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資産・所得を分離している既婚納税者、または妻が独立して自己の税務上の権利

および義務を行使している場合には、売上高は夫婦の合算売上高に基づいて判定

しなければなりません。さらに、該当する場合には、夫および・または妻が設立

した一人株式会社の売上高も合算する必要があります。

経過措置

GR-55に基づき発行されたすべての実施規則は、本GRの規定に抵触しない限り、

引き続き有効とされます。

本GRの発効時点においては、以下の規定が適用されます。

1. 適用期間について：

a. GR-55に基づく適用期間が2024年度に終了した個人納税者は、本GRに基

づき、2025年度および2026年度について、引き続き最終課税・源泉分離

課税（Final tax）制度を適用することができます

b. GR-55に基づく適用期間が2025年度に終了する個人納税者および一人株式

会社は、本GRに基づき、2026年度について、引き続き最終課税・源泉分

離課税（Final tax）制度を適用することができます

c. 本GRの公布前に登録された協同組合の形態をとる法人納税者で、GR-55

に基づく適用期間が2024年度から2029年度までの間に終了する者は、本

GRに基づき、2025年度から2029年度まで、引き続き最終課税・源泉分離

課税（Final tax）制度を適用することができます

d. CV、firma、有限責任会社（一人株式会社を除く）およびBUMDes・

BUMDes Bersamaの形態をとる法人納税者で、GR-55に基づく適用期間が

まだ終了していない者は、当該期間の終了時まで、GR-55に基づき最終課

税・源泉分離課税（Final tax）制度を継続して適用することができます

e. 上記「対象外となる納税者」のセクションのaおよびbに該当する納税者で、

GR-55に基づき最終課税・源泉分離課税（Final tax）制度の適用を受けて

いる者は、本GRに基づき、2026年度末まで、引き続き最終課税・源泉分

離課税（Final tax）制度を適用することができます

上記の規定は、納税者がGR-55に基づく適用要件を引き続き満たしている場合

に限り適用されます。

2. 最終所得税証明書について：

a. GR-55に基づく適用期間が2024年度に終了した個人納税者については、当

該証明書は2025年度および2026年度について引き続き有効です

b. GR-55に基づく適用期間が2025年度に終了する個人納税者および一人株式

会社については、当該証明書は2026年度について引き続き有効です

c. 本GRの公布前に登録された協同組合で、GR-55に基づく適用期間が2024

年度から2029年度までの間に終了する者については、当該証明書は、納税

者がGR-55に基づく適用要件を満たさなくなるまで引き続き有効です

上記aおよびbの証明書は、納税者が本GRに基づく最終課税・源泉分離課税

（Final tax）制度の適用要件を満たさなくなるまで引き続き有効です。
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